








支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
項目

枝
番

事業名
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H22年度
事業額
（見込）

（百万円）

事業概要

H
21
枝
番

取組
番号

1 森林総合整備事業

森林整備計画に基づき，植栽から保育に至る一貫した
造林事業を計画的に実施し，森林の面的整備を行うとと
もに，森林の公益的機能の増進に努めて地域林業の振
興を図る。

1 － － 94.391 － － －

2 森林整備支援活動交付金
森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業が
行われるよう，その実施に必要な歩道整備等地域にお
ける活動を支援する。

2 H19～H23 262.5 57.75
森林整備地域活動支
援交付金事業補助金

林野庁 44.437

3 森林バイオマス活用推進事業

森林吸収源対策と森林バイオマス活用によるエネル
ギー転換対策に取組み，木材利用につながる間伐の実
施に加え，林地内に存置された未利用資源のエネル
ギー活用等を促進し，健全な森林の育成を図る。

3 H20～H24 98 14
美しい森林づくり基盤

整備交付金
林野庁 7

4 森の力活性・利用対策
間伐等による健全な森林の育成を図り，CO２吸収源と
なる森林の確保を行う。

4 H21～H24 239 43.3 － － －

5 「合併記念の森」創設事業
京北地域にある市有林を「合併記念の森」森林や木と都
市住民を結びつけるフィールドとして活用し，市民参加で
人と自然とが共生できる森づくりを行う。

5 H17～H26 224.7 122.3 － － －

6 伝統文化の森推進事業 市民や法人の参画による森林の保全・整備の推進を図る 6 － － 0.93 － － －

7 木質ペレットストーブ等普及促進事業

地球温暖化対策として燃料用木質ペレットを製造し，化
石燃料からバイオマス燃料への転換を図り，低炭素型
まちづくりを推進する

8 H21～H23 105 49
地域グリーンニュー

ディール基金
環境省 49

２－２－
（３）

研究開発型企
業の集積を目
指す南部開発
地域での低炭
素型モデル地
区の形成

1
らくなん進都緑化助成モ
デル事業

らくなん進都内の企業敷地における緑化を推進するた
め，　１００㎡以上の緑化（屋上・壁面・駐車場緑化）を行
う企業に対する助成を行う。

1 H21・22 8 4 - - -

市内の森林整
備の促進

2-2-
(2)-d
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H
21
枝
番

取組
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2-2-(4)
-a

「平成の坪庭づ
くり」の推進

1
京のまちなか緑化助成事
業

　都市の緑化を進め，地球温暖化やヒートアイランド現
象の緩和，加えて，良好な景観を形成することなどを目
的として，個人や事業者が建築物の屋上・壁面や駐車
場等の道路に面する敷地において，新たに樹木の植栽
などの緑化を行う際に，設置費用などの助成を行うも
の。

1 － － 6 - - -

2-2-
(4)-b

「道路の森づ
くり」の推進

1 街路樹植栽工事

低木植栽のみとなっている道路の中央分離帯に，可能
な限り新たに高木を植栽することで都市緑化の推進を
図り，環境モデル都市・京都にふさわしい「道路の森づく
り」を目指すもの。

1 H20～Ｈ22 53 25 - - -

1
進化する新景観政策推
進事業

　平成22年度は，かけがえのない京都の景観を守り，育
て，後世に引き継いでいくため，次の取組を実施する。
①　平成21年度に取りまとめられた京都市景観デザイン
協議会の検討結果を受け，デザイン基準の明確化・適
正化など更なる充実を図る。
②　優れた建築計画を誘導するための制度の創設や，
市民とともに創造する景観まちづくりに資する仕組みの
整備などを進めていく。
③　市民とともに創る50年後，100年後の京都の景観将
来像を作成することができるＣＧシミュレーションを作成
する。

- - 23 － － －

2
京都市眺望景観創生条
例の運用

京都の優れた眺望景観・借景を保全・創出するため，建
築物等の建築等を制限する必要がある区域を，眺望景
観保全地域として指定し，建築物等に係る行為の制限
を行う。

1 - - 2.195 － － －

3
屋外広告物規制指導事
務及び啓発事業

京都市屋外広告物等に関する条例に基づく，屋外広告
物の規制誘導事務を行うもの。

2 - - 4 － － －

4 優良屋外広告物誘導事業
京都らしい景観の阻害要因となっている違反屋外広告
物に対する指導を行う。

3 - - 15.3 － － －

2-2-(5)

「新景観政
策」による低
炭素型まちづ
くり

京都　35/41　（H22事業一覧）

通しページ番号120



支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
項目

枝
番

事業名
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H22年度
事業額
（見込）

（百万円）

事業概要

H
21
枝
番

取組
番号

2-2-(6)

京町家等の
「保全・再生・
創造」に向けた
取組

1
京町家の保全・再生策の
策定及び推進

１　シンポジウムの開催
　平成20・21年度に実施した「京町家まちづくり調査」の
結果を市民等へ報告する場として，また，調査結果を踏
まえた京町家の保全・再生策の方向性について，市民
等の意見を聞く場として，シンポジウムを開催する。
２　京町家保存に向けた仕組みづくり
　平成21年度に検討している不動産管理信託における
行政の果たすべき役割，整えるべき仕組みとして，京町
家の適切な改修の促進や京町家登録制度等の仕組み
について，具体的な制度設計等を実施する。

H22 3 3 － － －

2-3-
(1)-a

京エコロジーセ
ンターにおける
地域活動リー
ダーの養成

1
京都市環境保全活動セ
ンター運営

幅広い視点に立った「環境意識」の定着を図り，家庭，
地域，職場，学校などあらゆる場所で，環境にやさしい
実践活動の輪を広げるための拠点施設である，京都市
環境保全活動センター（京エコロジーセンター）の運営管
理を行う。

1 － － 160.1 － － －

2-3-
(1)-b

地域住民との
パートナーシッ
プで進める「エ
コ町内会」づく
り

1
くらしの匠と進める「エコ
ライフ・コミュニティづくり」
事業

増加する家庭からの二酸化炭素の削減を図るため，エ
コライフの専門家である「くらしの匠」の支援の下，対象
の地域ぐるみで，省エネ・省資源に関する学習会や相
談，助言等を行い，地域の特徴に応じた「エコアクション
宣言（共通の取組）」を発表・実践する「エコライフ・コミュ
ニティ」の構築を目指す。

1 － － 6.6 － － －

2-3-
(1)-c

省エネ相談所
の拡大

1
京のアジェンダ２１フォー
ラム推進事業

平成９年に策定した「京のアジェンダ２１」を推進するた
め，市民，事業者の参加と協働のもと，各種事業を展開
する。

1 － － 22.1 － － －

2-3-
(1)-d

環境家計簿の
普及拡大

1 環境家計簿推進事業

　温室効果ガス排出量が増加傾向にある家庭部門にお
ける対策として，環境家計簿の大幅な普及を推進し，家
庭からの二酸化炭素排出量の削減を図る。22年度は環
境家計簿の取組世帯数17,900世帯を目標とする。

1 － － 6.5 － － －

2-3-
(1)-f

市民と事業者
とのパートナー
シップで進める
「２Ｒ型エコタウ
ン構築事業」の
展開

1 ２R型エコタウン構築事業

「京都市循環型社会推進基本計画～京のごみ戦略２１
～」に掲げる上流対策（ごみの発生抑制，再使用）を推
進するため，リペア・リメイク情報発信，エコ商店街の推
進，レジ袋削減・簡易包装の推進のほか，リユース（リ
ターナブル）容器の利用促進等に取り組んでいる。

1 - - 6 － － －
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H
21
枝
番

取組
番号

1
ＤＯ　ＹＯＵ　ＫＹＯＴＯプロ
ジェクト147万人推進事業

　 平成20年6月から環境にやさしい取組を実践するよう
市民や事業者にも働きかけ，「ライトダウン」や「京灯ディ
ナー」など京都市全域で「DO YOU KYOTO ?」プロジェク
トを展開している。平成22年度は，本プロジェクトの更な
る周知を図るため，新たに「DO YOU KYOTO？」大使を
通じた普及啓発事業を行う。

1 － － 4.8 － － －

2
ＤＯ　ＹＯＵ　ＫＹＯＴＯプロ
ジェクト147万人推進事業
（ラッピングバス運行）

「DO YOU KYOTO？」というキーワードの一層の普及に
より，環境にやさしいライフスタイルへの転換を図るとと
もに，「 DO YOU KYOTO？」が本市の新しい都市ブラン
ドとして定着するよう，「 DO YOU KYOTO？」を大きく表
示したラッピングバスを走らせる。

H22 15 15.0 － － －

2-3-
(1)-h

「大学のまち・
京都」ならでは
の学生イベント

の展開

1 京都学生祭典への補助金

　「大学のまち京都・学生のまち京都」ならではの取組と
して，学生が企画から運営までを行い，京都の大学，経
済界，地域，行政がオール京都で支援する一大イベン
ト，「京都学生祭典」を平成15年度から実施している。
　平成20年度からは，京都学生祭典において，「京都」
に古くから伝わる伝統的な知恵と，「今日」の最新の技
術・知恵を学び，未来を担う学生の完成「SENSE」で環境
問題に対する新しいライフスタイルを提案する「KYO-
SENSEプロジェクト」を展開している。

1 － －
6

（京都市から
の補助金額）

－ － －

1
「環境にやさしい学校」認
証制度

児童・生徒・教職員等の環境意識の一層の向上を図る
ため，環境にやさしい学校づくりに向けた環境改善計画
を実施し，常に点検・見直しを行う仕組みであるＫＥＳ学
校版の認証取得の推進を図る。

1 － － 1 - - -

2 「緑のカーテン」の整備

校舎の壁面等に沿って網を張り，アサガオやヘチマ，
ゴーヤ等の植物のツルや葉をはわせることにより，室内
温度の上昇の抑制を図るとともに，子どもたちの理科学
習や環境教育に役立てる。

2 － － 18 - - -

2-3-
(1)-g

「DO YOU
KYOTO?デー」
を契機とした環
境行動の促進
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所　管
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支援額
（百万円）
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枝
番
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H
21
枝
番

取組
番号

3
学校エコ改修と環境教育
事業

市立朱雀第四小学校において，二酸化炭素の削減と発
生の抑制に効果のある改修を行うことにより，地域の拠
点である学校から環境建築を発信したり，環境教育の取
組を充実させる。
【改修内容案】
　・「みやこ杣木」を活用した内断熱
　・屋上断熱
　・太陽光発電設備設置
　・外付け日除け設置　　　等

3 H21～H23 336 21
学校エコ改修と環境
教育事業

環境省 10

4
電力監視測定器（デマン
ド監視装置）活用

使用電力量と最大需要電力値（デマンド値）の測定・監
視をする電力監視測定器により，各校園の電力の使用
実態を検証し随時指導助言を行うなど，総合的な節電
の取組を進めるとともに，児童・生徒自らが考え行動し，
実践から環境の大切さについて学ぶ「環境にやさしい学
校づくり」をさらに推進する。

4 － － 17 - - -

5 節水機器活用

水道使用量の節減を図る機器（節水機器）により，水道
の使用実態を検証し，随時指導助言を行うなど総合的
な節水の図る取組を進めるとともに，児童・生徒自らが
考え行動し，実践から環境の大切さについて学ぶ「環境
にやさしい学校づくり」をさらに推進する。

5 － － 9 - - -

6
京都市環境教育スタン
ダードの作成

新学習指導要領の全面実施に合わせ，京都ならではの
「京都市環境教育スタンダード」を作成し，教科等を超え
た横断的・総合的な環境教育を推進する。

- H22 1 1 - - -

7
第4回全国緑のカーテン
フォーラム

地球温暖化を抑制し，エネルギー使用量を軽減するな
ど，環境への負荷を軽減し，植物に親しみながら，低炭
素社会の実現に向けて生活環境を見直すきっかけにな
る「緑のカーテン」に関する取組をはじめ，本市環境教育
の推進を図るため，第4回全国緑のカーテンフォーラム
を開催する。
　日時：平成22年7月28日（水）
　場所：京都国際会館，青少年科学センター・エコロジー
センター他

- H22 2 2 - - -

2-3-
(2)-d

京エコロジーセ
ンターを活用し
た環境教育の
推進

1
京都市環境保全活動セ
ンター運営（再掲）

幅広い視点に立った「環境意識」の定着を図り，家庭，
地域，職場，学校などあらゆる場所で，環境にやさしい
実践活動の輪を広げるための拠点施設である，京都市
環境保全活動センター（京エコロジーセンター）の運営管
理を行う。

1 － － 160.1 － － －

2-3-
(2)-a

学校における
環境教育の推
進
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所　管
省庁等

支援額
（百万円）
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枝
番
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事業概要

H
21
枝
番

取組
番号

2‐4‐(1)
‐a

「京都環境ナノ
クラスター」の
構築

1
知的クラスター創成事業
（第Ⅱ期）

ナノテクノロジーを基盤核技術として位置付け，環境分
野（エネルギー，資源）に絞り込んだ研究開発を推進す
ることで，地域経済の活性化と環境問題の解決に貢献
するとともに国際的に競争力のある「京都環境ナノクラ
スター」の形成を図る。

1 H20～H24

約3,499
（５年間の
市・国費総

額）

689.5
地域産学官連携科学
技術振興事業費補助
金事業

文部科学省 648

2-4-
(1)-b

長持ちで環境
に優しい伝統
産業製品の普
及促進

1
京もの一家に一品推進
事業

京都の伝統産業の技術を用い，現代の消費者の感性に
合致した伝統工芸品づくりを事業者とともに進めるほ
か，販売戦略についても雑誌等を活用し，ターゲットを明
確にした見せ方，売り方を実行する。

1 H21～H23 15 15 － － －

2-4-
(2)-b

中小企業にも
取り組みやす
い環境マネジメ
ントシステム
「KES」の普及
拡大等中小企
業に対する支
援

1
中小事業者省エネサ
ポート

中小事業者における温室効果ガス排出量削減を支援す
るため，省エネ総合サポート事業を実施し，事業者に対
して省エネ診断と省エネ設備導入補助を行う。22年度
は，新規の取組として，中小事業者の経営者等を対象と
した省エネに関するセミナーを開催するとともに，中小企
業の省エネに関する相談に対応できるアドバイザーを設
置する。

1 － － 23.7
地域グリーンニュー

ディール基金
環境省 6

2-4-
(2)-b

中小企業にも
取り組みやす
い環境マネジメ
ントシステム
「KES」の普及
拡大等中小企
業に対する支
援

2 ＫＥＳ認証取得の促進
ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダードの認証拡
大のため，相談業務，説明会の開催など，普及啓発活
動に取り組むもの。

2 - - 0.5 - - -

2-4-
(2)-c

イノベーション
をはじめとした
低炭素型経
済・生産活動
の発展

2-1-(1)-dと同じ － － － － － － －
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支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
項目

枝
番

事業名
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H22年度
事業額
（見込）

（百万円）

事業概要

H
21
枝
番

取組
番号

2-4-
(2)-d

企業の環境貢
献活動との連
携

1
京のアジェンダ２１フォー
ラム推進事業（再掲）

平成９年に策定した「京のアジェンダ２１」を推進するた
め，市民，事業者の参加と協働のもと，各種事業を展開
する。

1 － － 22.1 － － －

2-4-
(3)-b

旬の京都産
農作物の利
用促進に向
けた支援

1 京の旬野菜推奨事業
栽培や輸送に余分なエネルギーがかからない，旬の時
期の地場野菜の生産販売を進める。

1 － － 5 － － －

1
省エネルギー改修及び
バリアフリー改修緊急対
策事業

市有建築物の省エネルギー化・バリアフリー化を緊急的
に推進するため，老朽化した空調設備の取替工事やス
ロープ設置工事等を行うもの。

1 H20～H22 464 158
地域活性化・きめ細
かな臨時交付金

国土交通省 150

2
アセットマネジメント推進
事業

市有建築物の計画的な維持保全により，建築物の長寿
命化，耐震化及びライフサイクルコストの縮減を図ること
を目的とする中長期保全計画を策定するもの。

2 H20～H24 236 46
社会資本整備総合交
付金

国土交通省 6

2-5-
(1)-a

産学公連携に
よる生ごみ，間
伐材等のエネ
ルギーへの活
用の研究開発
と普及

1 バイオマス利活用の推進
本市に存在するバイオマス全般についての総合的な活
用を検討し，「京都市バイオマス活用推進計画（仮称）」
を策定する。

H22
41

（当該内容
は7百万円）

41
（当該内容は

7百万円）

地域バイオマス利活
用交付金

農林水産省 3

2-5-
(1)-b

生ごみの分別
収集による新
たなエネル
ギー生成モデ
ルの構築

1
バイオマス利活用の推進
（再掲）

本市に存在するバイオマス全般についての総合的な活
用を検討し，「京都市バイオマス活用推進計画（仮称）」
を策定する。

1 H22
41

（当該内容
は7百万円）

41
（当該内容は

7百万円）

地域バイオマス利活
用交付金

農林水産省 3

2-4-
(4)-b

公共施設での
省エネ化の推
進

京都　40/41　（H22事業一覧）
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支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
項目

枝
番

事業名
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H22年度
事業額
（見込）

（百万円）

事業概要

H
21
枝
番

取組
番号

1
使用済てんぷら油回収事
業

市民の協力により家庭からの使用済みてんぷら油の拠
点回収を行い，バイオディーゼル燃料を精製し，市バス
やごみ収集車の燃料に使用している。

1 － － 40.0 － － －

2
廃食用油燃料化事業（燃
料化施設運営）

使用済みてんぷら油をバイオディーゼル燃料に精製す
る廃食用油燃料化施設の維持管理を行う。

2 － － 160.0 － － －

2-5-
(2)-a

太陽光発電，
太陽熱利用の
導入促進

1 太陽光発電普及促進

太陽光発電システム設置費用に対して助成する。
平成22年度は，固定価格買取制度などにより設置件数
の大幅な増加が予想されるため，予算を約２倍に拡充
する。また，本市，国，府の申請窓口を一本化して市民
の利便性の向上を図り，集会所等公益施設にも助成対
象を拡充する。

1 － － 110.5 － － －

※2 取組番号、取組項目については、様式１と同様に記載してください。

※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」「H22年度事業額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 平成22年度に取り組むこととしている事業の内容を，環境モデル都市行動計画の各取組項目ごとに記載してください。

使用済てんぷ
ら油のバイオ
ディーゼル精
製モデルの構
築

※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。（事業額については予算ベース，支援額については見込で構いません。）前年度から
継続する事業については、「H21枝番」欄にH21年度関連事業一覧の枝番を記載すること。

2-5-
(1)-c

京都　41/41　（H22事業一覧）
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１．総括票 団体名 大阪府　堺市

a)温室効果ガ
スの削減

b)地域の活力
の創出等

※3 課題と改善点については、取組の進捗状況や成果を踏まえ、今後の取組についての課題や改善に関する内容を記述すること。市民意識調査の結果等を実施した場合は、
その結果を用いての分析等、実態に即した改善点として記述すること。

平成２１年度　環境モデル都市フォローアップ（施策の進捗状況等）

※1 取組の成果については、定量的に把握することが可能なものについては、定量的に記載するものとする。　また、統計データからは定量的に把握できないものについても、
市民意識調査の実施等により、可能な限り定量的に把握し、これを記載するものとする。以上により定量的に記載することができない場合は、定性的に記載すること。

※2 地域活力の創出等については、都市・地域の活力の創出や住民生活の質の向上等、地球温暖化問題への対応にとどまらない幅広い効果について記述すること。

（３）21年度の取組成果や活動を踏まえた２２年度等に向けての課題と改善点

・ＬＲＴの整備について一部区間が中止になったことにより、今後の公共交通の利用促進策を検討するため、平成２２年度は総合的な公共交通体系の検討を行うとともに、路線
バスにおける電動バスの実証実験に向けた事前調査を行う。（検討が進み次第、行動計画に追加予定。）
・臨海企業群における未利用エネルギー利用促進を図るため、廃熱需給調査を実施し、廃熱利用システムを検討する。（検討が進み次第、行動計画に追加予定。）
・Ｈ２１年度の東吉野村との広域連携の取組や南部丘陵及び共生の森における緑の保全・創出に向けた取組について、市内企業等の参画を得て拡大し、より活発な展開を図
る。（検討が進み次第、行動計画に追加予定。）

【産業・民生】「クールシティ・堺」実現に向けた取組に賛同する市内２２金融機関で、金融商品の提供等により環境配慮の取組の促進を支援する「SAKAIエコ・
ファイナンスサポーターズ倶楽部」が設立された。（２２金融機関の持つ既存の環境配慮型金融商品は４６点）
【民生】東吉野村との「都市と農村山の広域連携」により、東吉野村山の学校協議会の設立に参画し、約４００人の自然のエコツアー体験等や村の資源を使った
エコ商品の開発などを行った。
【運輸】堺版コミュニティサイクルシステム（450台）の導入に伴い、サイクルポートの駅周辺では違法駐輪問題を解消し、歩きやすいまちづくりに貢献した。
【吸収】臨海部の廃棄物処分場跡地での共生の森づくりのため植樹イベントを行い、２０００人の参加を得て、１００００本の植樹を行った。

全体総括

（２）取組の主な成果

特になし

【産業】大規模太陽光発電所の建設工事に着手（削減効果：４，０６０t-CO2）
【民生】戸建住宅１２００件に太陽光発電装置を設置（削減効果：１，５４７t-CO2）

（１）取組の進捗状況

　堺市の平成２１年度の取組は、当初の予定どおり実施できなかった事業もあるものの、大半は順調に進めることができた。
　特に、「まちなかソーラー発電所」の実現に向けた小中学校を始めとする公共施設や住宅への太陽光発電の導入促進については想定以上の成果をあげ、平成２１年度には５
校の小学校（Ｈ２２年度は１２校を予定）やその他公共施設の計１６６kWを設置し、市内住宅においては１２００件（当初目標１０００件）の導入が達成された。それによる経済効果
は約２８億円に上る。
　また、様々な低炭素技術・システムを導入した低炭素型コンビナートの稼動や国内最大規模の太陽光発電所の着工など、臨海部における低炭素型エネルギー拠点の形成が
進んでおり、今後はこれら施設のショーケース化による低炭素技術の普及と地域産業の活性化を図る。

（４）特筆すべき市民のライフスタイル等

堺　1/28　（総括）
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２．個別事業に関する進捗状況等 団体名 大阪府　堺市

温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

（市内外での削減量
約113万t-CO2）

（算定根拠）
・液晶テレビ（年間40型換
算約1560万台）製造によ
る削減量約107万t-CO2
・薄膜太陽電池パネル
（160MW/年）製造による
削減量約6万t-CO2
※シャープ㈱HPより

69,050t-CO2

（算定根拠）
・統合エネルギー管理シ
ステムの設置による削減
量約48,000t-CO2
・垂直統合型生産体制の
構築による棟間搬送シス
テムでの削減量約
3,300t-CO2
・LED導入（約10万台）に
よる削減量約17,750t-
CO2
※シャープ㈱HPより

（未算出）

-

-

-

最先端の新エネ、省エネ設備
を導入し、コンビナート内全体
のエネルギー利用効率の向上
を図るなど先導的な低炭素コ
ンビナートが構築された。今後
は、これら取組を情報発信に
より他地域へ波及させる必要
がある。

シャープ㈱工場の一般公開が予定されており、これに伴うビ
ジネスマッチングや低炭素技術のショーケース化が推進され
る見込み。

2-1-②
-（A-1)

産業

＜実施＞
【コンビナート内企業の連携による低炭素型省エネ工場化の取
組】
○部材関連のメーカーを敷地内に集結させた垂直統合型生産体
制の構築
○統合エネルギー管理センターの設置
○大阪府ＣＡＳBEE制度の対象に該当するすべての建物で「Ｓラ
ンク」取得
○全工場のＬＥＤ照明化（約１０万台）
○電気自動車の導入（現在２台）

b

実施

2010年6月「エコロジー研究所」の活動拠点をグリーンフロント
堺(ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ内)に移し、研究活動を本格化させる。

＜実施＞
【省エネ・創エネ製品の創出】
シャープ㈱堺工場にて第10世代マザーガラス液晶パネル工場が
21年10月に、薄膜シリコン太陽電池工場が22年3月に稼働開始。

特になし。

H21
予定

実施

○

取組
内容

取組
番号

部門 主要

「堺浜臨
海部地
区」にお
ける先
導的な
都市環
境の形
成

2-1-②
-（B-1)

産業

産業

低炭素
型コンビ
ナート内
での先
導的取

組

産業

取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

b

実施

研究活動を通して、新たな
環境ビジネスを創造でき
る。

低炭素コンビナート（グリー
ンフロント堺）内で生産され
る液晶パネル（月産3万6千
枚）や太陽電池（年産
160MW）、その他関連商品
が、国内外において低炭素
化に寄与する。
　また、雇用創出効果とし
て、２００９年度の雇用数
は、グリーンフロント堺全体
で約２，０００人、内約４分
の１が地元を重視した新規
採用。
　さらに、堺市企業立地促
進条例による認定ベースで
の投資総額は、１３件で計
約７，０００億円に上る。

検討

＜検討＞
○地域連携・官民連携による環境配慮の取り組みに係る計画案
について、庁内検討会議及び地区事業者との意見交換会での議
論等を経て、取りまとめた。
○下水再生水の新たな利用拡大を目的として、平成２２年度に実
施する下水再生水による散水実験のための散水設備を設置し
た。

b
地区事業者との意見交換
会の参加者数延べ９０人
（平成２１年度　３回開催）

○事業進捗にあたっては、地
区事業者による事業への理
解、参画等が不可欠なことか
ら、連携して環境配慮等に取
り組むための協議会の設立を
めざす。

＜実施＞
【コンビナート内資源リサイクル等の周辺地域との連携による取
組】
○大阪府立大学に産官学民が連携して環境問題に係るテーマを
研究するエコロジー研究所（2009年2月）を創設し、廃硝子の有効
利用等のテーマについて研究を開始した。
○廃ガラスの透水性ブロックを構内歩道に設置した。
○現像・剥離廃液のリサイクルを導入した。
○三宝下水処理場で高度処理された再生水を堺浜地区（約
300ha）へ送水し、下水処理水の再利用、公共用水域への放流負
荷削減し、周辺地域との連携による取組として下水道資源の活
用による熱供給・熱回収を実施した
○環境教育実施⇒2006年～2010年　大阪府下163校、堺市46校
（3302人）

b

○協議会設立に向けた関係者調整。
○地区のヒートアイランド対策に資する、下水再生水による散
水実験及び熱環境調査の実施。

計画との比較：a) 計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない

堺　2/28　（個別進捗）
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温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

H21
予定

取組
内容

取組
番号

部門 主要
取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

-

-

-

-

（定量化は困難）

-

-

-

-

-

（未算出）

-

4,060t-CO2

・発電出力:10MW
・年間発電量：11,091MWh
・CO2削減量：11,091
　　　　　　　　　×0.366
　　　　　　　　　＝4,060t

（2-3-②-(A-1)に含む）

-

○

世界最
大級の
大規模
太陽光
発電所
事業を
始めとす
る再生
可能エ
ネル
ギーの
利用促
進

2-1-②
-（E-1)

産業

実施
＜実施＞
2009年10月、関西電力㈱と本市が協同で、堺第7-3区産業廃棄
物処分場跡地に、出力１０MWのメガソーラ建設工事に着手した。

実施

＜実施＞
メガソーラの取組をもとに、まちなかへの太陽光発電の普及に向
け、大型展示模型を制作し、エコプロダクツをはじめ各種展示会
に出展し、啓発活動を実施した。

○

マテリア
ルフロー
コスト会
計の普
及拡大

2-1-②
-（D-2)

新技術
導入の
ためのし
くみづく
り

2-1-②
-（C-2)

2-1-②
-（D-1)

自然エ
ネル
ギーを
最大限
活用し
たエネ
ルギー・
イノベー
ションに
よる低
炭素型
産業構
造への
転換

産業

中小企
業の低
炭素化
推進に
向けた

サポート
制度の
構築

産業

削減目
標の設
定と協定
の締結

2-1-②
-（C-1)

産業 検討 b

検討

＜検討＞
市と企業での削減目標の設定や協定の締結について検討した。
これらの検討には国の排出権取引制度が大きく関与するため、
今後は制度の動向を調査することとした。

○東京都ほか他市の排出権
取引制度や温室効果削減に
係る協定等の情報を収集す
る。

＜検討＞
○臨海部における低炭素エネルギー拠点の保有技術をショー
ケース化する方向で検討を開始した。
○堺市環境都市推進協議会産業部会において、小水力発電シス
テム等の新技術を紹介する未利用エネルギー活用セミナーを開
催した。

○臨海部の低炭素エネルギー拠点のショーケース化する取
組に着手する。

b －

未利用エネルギー活用セミ
ナーに約80名の参加を得

た。

○国や他市の排出権取引制度等の情報収集

○低炭素化エネルギー拠点と
なる事業所の了解と集客の方
法の検討が必要。

業務、
家庭

○

○省エネ診断制度、及び省エネ設備導入補助制度について
は、22年6月に開始予定。

産業

＜実施＞
【金融機関との連携】
　新エネルギーや省エネルギー関連の金融商品の提供や、市内
店舗での省エネ取組み、環境関連イベントの実施や協力を行い、
「クールシティ・堺」の実現をサポートするため、市内２２金融機関
が「SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」を設立した。同
倶楽部の設立に合わせ、構成金融機関が保有する環境配慮型
の金融商品等を掲載しているホームページ（http://sakai-eco-
fsclub.jp/index.html）を立ち上げた。
また、ビジネスマッチング等により新規環境ビジネスの創出を図
るため、「ＳＡＫＡＩ環境ビジネスフェア」の開催を検討した。

倶楽部を活用して効果的に省
エネ設備を普及させるため、
既存金融商品の活用や新商
品の検討、イベントの企画など
が必要。

○最新の技術・商品の情報収集やビジネスチャンスの場とし
て「ＳＡＫＡＩ環境ビジネスフェア」を開催する（目標参加者：２０
００人）。
○倶楽部構成２２団体の４６もの既存のエコ金融商品を活用
し、新エネ・省エネ設備導入促進を図る。
○新たな金融商品の検討を行う。

b ー

２２年度末に省エネ診断、
及び省エネ設備導入補助
制度による中小企業事業
者の経済性効果やCO2削
減効果が判明する。

産業 b

b ー実施

産業

検討

＜検討＞
【大企業との連携による削減取組】
○堺市環境都市推進協議会産業部会中小企業の低炭素化推進
ＷＧにて、大企業が保有する省エネ対策技術やノウハウを中小
企業に提供する省エネアドプト制度の構築に向けて、協議を開
始。市内中小企業に対し、エネルギーの使用実績と省エネ対策
ニーズを把握するため、アンケート調査を実施した。

○22年11月のメガソーラの一部稼動に向けた、工事の進捗管
理。
○大規模太陽光発電所が連系する石津変電所構内に蓄電
池を設置して電力需給制御システムの研究を開始。（平成２２
年度～２５年度）

特になし。

○平成２１年度と同様に、啓発セミナー実施後、導入モデル
企業２社を公募のうえ、導入支援を実施。

○省エネアドプト制度では、技
術を提供する大企業にとっ
て、CSR活動なのか営業活動
なのかという位置付けの問題
や提供技術、ノウハウに対す
る責任の所在をどうするかと
いった課題が浮上している。

○省エネアドプト制度は、23年度の実施に向けて、22年度中
に構築を行う。

○モデル企業2社ともにロスの
見える化によって、自社の課
題が明確になるなどの成果が
十分出ており、課題や改善す
べき点はない。

実施

検討

＜検討＞
【省エネ診断の実施促進】
○中小製造業事業者に対する省エネ診断制度と省エネ設備導入
補助制度を22年度に実施予定（予算化済み）

b

＜実施＞
○8月に啓発セミナーを実施。その後、導入モデル企業として2社
にMFCAの導入支援を実施した。

b
堺市の主要事業の情報発
信によるクールシティ・堺の
取組認知度の向上

継続した普及啓発活動が必
要。

展示会や講演会におけるまちなかソーラーへの普及活動の
継続。

２２年度末にメガソーラの
一部稼動によるCO2削減
効果や工事や見学による
集客効果などが判明する。

b

メガソーラで発電した電力を石
津川変電所を介して一般住居
に供給するが、その際問題と
なる出力の急激な変化に対応
するために、大容量のニッケ
ル水素蓄電池を採用し、平準
化を図る。

市内中小企業者の環境に
対する意識が向上してきて
いる。
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（定量化は困難）

-

（未算出）

-

-

ー

-

ー

-

ー

1,203t-CO2

（算定根拠）
行動計画において、自転
車道の整備及びコミュニ
ティサイクルシステムの
整備により、２０１３年度
での削減量として６，０１８
ｔ‐CO2の削減を見込んで
いる。これを５カ年分で按
分して削減量を割り出し
た。
６，０１８ｔ‐CO2÷５カ年＝
１，２０３t-CO2

産業

実施

＜実施＞
○産学共同研究開発支援補助金制度
環境・新エネルギー分野枠への申請が4件（全体で10件）、うち3
件（全体で8件）を採択した。

実施

＜実施＞
○産学連携総合サポート事業の実施
産学連携促進担当マネージャーにより、環境関連分野を含む産
学のマッチングや大学ラボツアー、堺市及び国等の産学連携支
援制度への申請アドバイス、採択案件の進捗フォローなどを実施
した。

○自転車走行環境整備にあ
たり、関係機関及び地元との
調整が必要。
○事業の推進に関し、自転車
利用に関するマナーやルール
の啓発が不可欠。

○自転車走行環境整備計画の策定
○自転車走行環境の整備の推進

平成２３年度の実証実験に向け、平成２２年度は事前調査を
実施する。具体的には、想定路線の実態調査及び実施方法
の検討、充電設備設置環境の調査、車両改善内容の確認等
を行う。

自転車
を活かし
たまちづ
くりの取
組

2-2-②
-(B-1)

運輸 ○ 実施

-

○広域的な公共交通網から市
民の生活圏の交通にいたる総
合的な公共交通体系の検討
が必要である。
○堺浜～堺駅間のＬＲＴ事業
について、事業スキーム及び
事業採算性等の検討が必要
である。
○堺駅～堺東駅間のＬＲＴ事
業中止に伴い、あらためて阪
堺線（堺市内）の支援のあり方
を取りまとめ、市民等の合意
形成を得る必要がある。

-

まずは実証実験を行うにあ
たっての事前調査が必要。今
後、実証実験の際には市民へ
の効果的な周知やソフト面で
の利用促進策の検討が必要。

同ルートは定常的に利用
者が多く（平成１９年度利用
者数２０４９千人/年）、より
多くの市民に次世代型バス
を利用していただくことで関
心を高める。

＜実施＞
（自転車道の整備）
○今後５カ年（平成２１年度～２５年度）で整備する７２ｋｍの整備
計画を策定
○新金岡地区にて自転車専用道５００ｍを整備
○自転車走行空間の誘導サイン等による環境整備（平成２１年度
は５．８ｋｍ）

b -

＜実施せず＞
○堺駅～堺東駅間のLRT事業は中止
（理由：土地利用、一方通行及び採算性に対する地域住民のコン
センサスがとれなかったため。）

d

運輸 ○
実施・
検討せ

ず

＜検討＞
　本市における主な移動手段のひとつであるバスについて、電動
バスの導入促進を見据え、堺駅～堺東駅間での実証実験につい
て検討を実施。（国土交通省事業）

a

運輸 ○
＜検討＞
○堺浜～堺駅間のLRT事業は、事業実施の是非について検討
○阪堺線（堺市内）は、利用者増加策等の支援方策を検討

公共交
通ネット
ワークの
形成に
向けた
LRT（東
西鉄軌
道）・
LRV（阪
堺線）の
先行整
備

2-2-②
-(A-1)

運輸 着手

省エネ
創エネ
製品の
開発・普
及のた
めの仕
組みづく
り

2-1-②
-（F-1)

産業 今年度同様に事業を実施。

環境関連分野を意識したマッ
チングの成果が充分に出てお
り、課題や改善すべき点はな
い。

b
市内中小企業者の環境関
連分野の共同研究への取
り組みが活発になってきて
いる。

産学連携総合サポート事業は廃止するが、これまでのノウハ
ウを活かし、（財）堺市産業振興センターが産学連携支援事
業として継続する。

b 同上
採択案件の進捗状況もほぼ
計画どおりであり、特に課題
や改善すべき点はない。

○市全体の交通ネットワークを検討
○堺浜～堺駅間のＬＲＴ事業について、事業スキーム及び事
業採算性等を検討し、事業実施の可否を判断
○阪堺線再生プログラムの策定

b

○

検討
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上に含む

上に含む

-
（整備完了後から発現）

ー

-
（整備完了後から発現）

ー

ー

ー

51t-CO2

（算定根拠）
●ハイブリッドへの買換
ガソリン車排出係数
0.282kg-CO2/台km×1万
km×0.363（燃費向上割
合）×31台=31.7t-CO2
●バスのCNG化
軽油係数2.644kg-CO2/l
÷ディーゼルバス燃費
2.5km/l×3.6万km×0.25
（燃費向上割合）×2台
=19t-CO2

176t-CO2

【条件設定】走行距離：
5000km/年、燃費：
10km/L、改善率：15%、改
善者：1169名、CO2排出
原単位：2.32kg/L
燃料使用削減量：5000÷
10×0.15＝65L
CO2削減量：65×2.32×
1169＝176285.2kg=176t

市民や事業者へのお手本とな
るべく、市が率先して取り組む
ことが求められるが、取組効
果の明確な見える化のために
も、システム的エコドライブの
構築が必要不可欠。

エコドライブの講習会を11
回（計1,028名）、実車教習
会を２回（計30名）開催し
た。

-

実施

＜実施＞
【エコドライブ普及促進】
○平成２１年度は燃費計をエコドライブに取り組む事業者への貸
し出しを行うとともに、座学講習会や実車教習会を開催。また、エ
コドライブセミナーやエコドライブパネル展など積極的に啓発活動
を行った。

b

b実施

＜実施＞
【低公害車の導入】
○公用車にハイブリッド自動車３１台を導入。（地域活性化・経済
危機対策臨時交付金を活用）
○市内の路線バスのCNG化に対する補助事業を実施。（２台）

○各種補助金等を活用し、低炭素モデル街区で計画した各種
プロジェクトの実現を図る。（エコハウスの建築、自転車・公共
交通の利用促進など）

低公害
車の普
及とエコ
ドライブ
の推進
に向け
た取組

2-2-②
-(C-3)

運輸

運輸

低公害車（CNG車、ハイブリッ
ド車、電気自動車）を普及促進
するためには効果的なインフ
ラ整備を行う必要があり、それ
に向けた体制づくりが必要。

○導入計画の立案
○公用車の低公害車への買い替え２２台
○低公害路線バス（CNGバス）の２台を補助する。

○引き続き啓発事業を行うとともに、エコドライブ推進者、エコ
ドライブ推進事業所の認定制度の創設についても検討を実施
○公用車においては、客観的にエコドライブを実施し、効果を
把握するため、公用車へのテレマティクス装備の導入にうい
て検討する。

b

b

地域NPO団体を中心とした
活動として展開しており、市
民発の低炭素まちづくりの
実現

○低炭素地域づくり計画の推
進体制の確立（今後、堺市及
び地元住民、自治会、各種
NPO、学識経験者、企業さら
に地域コミュニティ拠点を担う
小学校の参画を得て、計画を
推進）

検討

＜検討＞
堺市都心地域（主に旧環濠エリア）を対象として、民生・家庭、民
生・業務、運輸のＣＯ２削減計画を新実行計画策定マニュアルに
基づき策定した。①ＣＯ２排出量の現況推計を行い、②ＣＯ２排出
量の削減目標を設定し、③目標の達成に必要な対策を検討し、
④必要な取組を提言し、地元市民・ＮＰＯによる「環境文化創造都
市堺」の将来イメージを提案した。

着手
＜着手＞
【阪神高速道路大和川線事業】
○阪神高速道路大和川線開通に向けた工事を継続して実施

ー

検討

＜検討＞
【連続立体交差事業】
○南海本線において、諏訪ノ森駅～浜寺公園駅付近の事業実施
に向け、用地取得および関連業務、仮線構造物等の設計を実施
○南海高野線において、浅香山駅～堺東駅付近の事業実施に
向け、沿線住民アンケート調査及び連立事業とまちづくりに関す
る検討を実施

b

南海本線連続立体事業に
よる便益は、①移動時間短
縮便益（自動車利用者、歩
行者・自転車）、②走行経
費減少便益、③交通事故
減少便益（踏切事故解消、
交通事故減少）の合計で
35.5億円（単年）に上る。

今後、工事の本格化に伴い建
設機械台数が増大することに
よる排出ガスが増加するが、
排出ガス対策型建設機械の
採用、ダンプ等のエコドライブ
の推奨、工事用の車両の通行
ルートを設定することによる通
行の円滑化を図るよう委託先
に依頼する。

○南海高野線においては、測量等により詳細な調査検討を行
うとともに、連立に向けた堺東・浅香山駅周辺まちづくりの方
向性について調査検討を行う。
○南海本線は、用地取得をすすめていくとともに、仮線及び
本線の構造物および鉄道施設の設計を行う予定。

大和川線事業に係る建設工事の円滑な事業推進を図る。

○コミュニティサイクルの早期
運用のため、堺市に適合した
運営内容（料金、営業時間、
配置台数等）を決定する。
○サイクルポートの平成２３年
度以降の増設計画を策定する
ため、システム運用後の利用
状況等の効果検証を行う。

○バス運行情報と連動したシステムの早期運用開始（夏頃の
運用開始を予定）
○効果を検証し、今後の増設計画を策定
○市民啓発・広報

地場産業である堺産自転
車を使用したシステムの導
入による地域活性化。

運輸 ○ 実施

＜実施＞
（堺版コミュニティサイクルシステムの整備）
○平成２１年度は都心地域の主要４駅（堺駅、堺東駅、堺市駅、
百舌鳥駅）にサイクルポートを設置し、自転車４５０台を配備した。
○平成２１年度に主要４駅に設置した同システムは、一般的など
このポートでも貸出・返却可能な機能だけでなく、複数の利用者
（通勤通学利用と昼間利用など）が共用する都市型レンタサイク
ルシステムの機能も持たせた。
○無線ICタグ（RFIDタグ）による車体認識の自動化と、非接触IC
カードによる利用者認識を組み合わせた管理システムを導入し
た。

bLRT等
の公共
交通と
自転車
を中心
としたモ
ビリ
ティ・イ
ノベー
ションに
よる低
炭素型
都市構
造への
変革

自動車
交通の
円滑化
に向け
た取組

2-2-②
-(C-1)

運輸

運輸

運輸

低炭素
型モデ
ル街区
における
徹底した
低炭素
化の取
組

2-2-②
-(C-2)
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温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

H21
予定

取組
内容

取組
番号

部門 主要
取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

1547t-CO2

（算定根拠）
1200件×3.6kW（平均出
力）×1000h（年間発電時
間）×0.358（排出係数）÷
1000＝1547t-CO2

（定量化は困難）

-

（上に含む）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

定住人口の増加（約７０世
帯）

個人所得の低迷・雇用不安等に
より、住宅取得に向けた動きが弱
く、ハウスメーカーは、新規供給
（投資）よりも在庫処分を行ってい
る状況下にある。また、当該地は
泉ヶ丘駅より直線距離で約2.2km
離れていることから、ハウスメー
カーへのヒアリングの結果、販売
は困難で事業採算性の面から厳
しいとの評価を受けている。
今後、企業のリスク分散が図られ
る仕様となるよう検討する。

早期に実施方針、募集要領、選定要領等を策定し、外部有識
者で構成される選定委員会により、売却先（優先交渉権者）を
決定する。

実施・
検討せ

ず

＜検討＞
廃校された晴美台東小学校跡地を、エコタウンのモデルとなる住
宅街の形成を目的とする事業コンペにより売却し、「まちなかソー
ラー発電所」の普及拡大を図るとともに他地区における低炭素型
住宅整備を誘導するため、今年度は下記取組を行った。
・事業が成立するかハウスメーカー等にヒアリング
・民間住宅開発事例調べ
・土地売却価格の検討
・募集要領（案）等の検討

a

電気代の節約、商店街のイ
メージアップ

多額の費用が発生することから、
国や市の支援が必要である。

地域商店街活性化法に基づく国の補助制度を活用するととも
に、市からも支援を実施する。

a
ー

（具体の取組はまだ実施で
きていないため）

実施・
検討せ

ず

＜検討＞
鳳本通商店街のアーケード改築にあたり、街路灯などをLEDに交
換することによる環境にやさしい商店街づくりを検討した。

引き続き制度の運用と普及・啓発に努める。

実施・
検討せ

ず

＜実施＞
セブン－イレブン・ジャパンと地域活性化包括連携協定を締結し、
「クールシティ・堺」の推進に関する協力体制を構築した。
（H21.1.28）

省エネ店舗の普及促進、及び市
の施策（コミュニティサイクルシス
テムの展開等）への協力手法の
協議・調整が必要。

新店舗では省エネ店舗を展開して頂くための協議を実施。
また、大阪エコ農産物の認証を受けた農産物を使用したエコ
弁当を開発し、市内店舗にて販売を実施する。

a

モデル性の高いエコハウスを
市内で実現することと併せて
関連業界、団体等とエコハウ
スの環境性能についてさまざ
まな視点から検討を進める。

モデル性の高いエコハウスを市内で実現することと併せて関
連業界、団体等とエコハウスの環境性能についてさまざまな
視点から検討を進める。

業務・家
庭

実施・
検討せ

ず

＜実施＞
平成21年度よりヒートアイランド現象の緩和など都市環境の改善
に寄与する屋上・壁面緑化の推進を目的に補助対象経費の助成
を実施した。

a 見た目の涼しさ創出とヒー
トアイランド現象の緩和

屋上緑化・壁面緑化の有用性
と助成制度の認知度を高める
ため、広報、HP、チラシなどで
助成制度の普及啓発を行う。

検討

＜検討＞
ソーラーグリーン電力証書制度について、堺市環境都市推進協
議会の民生部会に設置した「ソーラーグリーン電力証書普及促進
WG」にて検討した結果、国が検討している全量固定価格買取制
度が大きく関与するため、国の動向を注視していくこととした。

住宅建設に係る多種多様
な業界の活力向上、雇用
創出が期待できる。

検討

＜検討＞
堺型エコハウスの検討を環境都市推進協議会で実施した。
CASBEE堺の構築、環境モデル住宅認定制度については堺型エ
コハウスと併せて検討。

b

制度検討には国の固定価格
買取制度の動向に左右される
ため、調査が必要。

住宅用太陽光発電補助制度の継続、補助額（7万円／kW、上
限28万円）
事業所向け太陽光発電補助制度の導入、補助額（7万円／
kW、上限10kW）
住宅用、事業所向け併せて補助目標件数：1500件

b -

○最新の技術・商品の情報収集やビジネスチャンスの場とし
て「ＳＡＫＡＩ環境ビジネスフェア」を開催する（目標参加者：２０
００人）。
○倶楽部構成２２団体の４６もの既存のエコ金融商品を活用
し、新エネ・省エネ設備導入促進を図る。
○新たな金融商品の検討を行う。

b 同上

今後も堺市環境都市推進協
議会の民生部会において効果
的な太陽光発電の普及策の
検討が必要。

国等の動向について調査を実施する。

堺市環境都市推進協議会において太陽光発電の普及策の議
論検討を行うとともに、ハウスメーカーと連携した啓発活動を
実施する。

実施

＜実施＞
○堺市環境都市推進協議会の民生部会に設置した「まちなか
ソーラー推進WG」において普及策について議論検討した。
○住宅展示場での太陽光発電普及啓発の実施した。

１２００件もの成果を上げる
ことで、太陽光発電に係る
メーカー、工務店、リフォー
ム業者、電気工事業者等
幅広い業界への経済効果
を生むことが出来た。（約２
６億円）

○ 実施

＜実施＞
【金融機関との連携】
　新エネルギーや省エネルギー関連の金融商品の提供や、市内
店舗での省エネ取組み、環境関連イベントの実施や協力を行い、
「クールシティ・堺」の実現をサポートするため、市内２２金融機関
が「SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」を設立した。同
倶楽部の設立に合わせ、構成金融機関が保有する環境配慮型
の金融商品等を掲載しているホームページ（http://sakai-eco-
fsclub.jp/index.html）を立ち上げた。
また、ビジネスマッチング等により新規環境ビジネスの創出を図
るため、「ＳＡＫＡＩ環境ビジネスフェア」の開催を検討した。

b ー

住居や
事業所
への太
陽光発
電システ
ム設置
の促進

2-3-②
-(A-1)

家庭

業務・家
庭

業務

業務

家庭

倶楽部を活用して効果的に省
エネ設備を普及させるため、
既存金融商品の活用や新商
品の検討、イベントの企画など
が必要。

○ 実施

＜実施＞
住宅用太陽光発電設置費補助制度を導入し、平成21年度は
1,000件の設置目標に対し、1,200件という成果を上げた。（補助
額は7万円／kW 上限28万円）

a

太陽光発電の購入や設置等
に関するトラブルが発生してお
り、市民への正しい知識の普
及や、悪質業者への対応等が
必要である。平成22年度より
事業所向けの補助制度をス
タートする。

家庭

家庭

低炭素
型居住・
事業所
環境の
普及

2-3-②
-(A-2)

業務・家
庭
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温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

H21
予定

取組
内容

取組
番号

部門 主要
取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

（未算出）

-

-

-

（定量化は困難）

-

52t-CO2

（算定根拠）
太陽光：116kW（合計出
力）×1000kwh/年×
0.358=42t
フィルム：10t

18t-CO2

（算定根拠）　50kW（合計
出力）×1000kwh/年×

0.358=18t

（定量化は困難）

-

8300t-CO2

（算定根拠）
プラスチックごみの資源
化量が3080tなので、
3080t×2.695t-CO2/t（排
出係数）=8300ｔ-CO2

9.2t-CO2

共生の森の植樹による
CO2削減効果

b -
植樹活動を持続的な育林、保
全活動に展開する必要があ
る。

緑の保全と創出に関する条例を制定し、都市緑地法等に基づ
く緑地保全地域、特別緑地保全地区などの保全制度の運用
や、市民緑地の整備等を市民・事業者と協働で推進する。

実施

＜実施＞
（共生の森植樹祭）
産業廃棄物の埋め立て地（堺第７－３区）、共生の森において、
命を切にする心を育む空間というコンセプトの下、市民参加型に
よる大規模な植樹祭を実施し、５haに１万本の植樹を市民、事業
者ら2000人と共同で実施した。

家庭 ○

環境を通した「人づくり」の推
進
各教科内に留まらず、学校全
体で取り組む「環境教育」の検
討
「学校エコ改修との連携」や
「地域との連携」など広がりを
持った環境教育の推進

基本構想における８つの提案を踏まえたエコ改修内容の決
定、設計、施工を実施。

b
ごみの分別をとおし、市民
に環境問題を身近なところ

から学ぶ機会を創出。

平成21年10月より拡大した分別
品目については、当初に予定して
いた年間計画量を下回っており、
回収率アップのため、集合住宅及
びごみステーションにおける適正
排出指導を強化するとともに分別
に関する情報の更なる発信を行
う。

8品目7分別の資源化体制をめざし、課題として残る減量効果
の大きい古紙に関しては集団回収制度の拡充を行うとともに
集団回収未実施地区の世帯を対象にした、資源化ルートの
構築をめざし費用対効果の高い収集方法や集団回収制度と
の相乗効果が図れる収集体制の具体的な検討を行う。

b

大阪府内で初めて実施さ
れる本事業に建築設計等
に携わる約100団体が参加
し、エコ改修に係る技術を
学ぶことで、建築物をはじ
めとする地域の様々な温暖
化防止活動へと広がる。

実施

＜実施＞
環境建築を担う技術者の育成やエコ改修の改修技術を学ぶため
のエコ改修研究会（6回）を実施し、エコ改修の基本構想をとりま
とめた。また、学校を中心とした環境教育内容を検討するための
環境教育研究会を５回開催した。

業務 実施

＜実施＞
平成21年10月より当初予定通りごみの分別拡大を全市実施し
た。
（分別拡大に伴う貯留施設整備完了、中間処理委託業務契約締
結、新規分別ごみ収集運搬委託業務契約締結）

低炭素公共施設としての様々
な技術や、取組内容を訪れる
市民・事業者に対し効果的に
情報発信する方法を検討する
必要がある。

中区役所において、太陽光発電設備及びLED照明を導入。
（グリーンニューディール基金活用）

業務 ○ 実施

＜実施＞
小学校太陽光発電設置事業について、5校へ設置するとともに、
国のスクールニューディール構想に対応し、更に12校の設計・施
工に着手した。

b

太陽光発電の学校教材と
しての活用を通じて、地域
を巻き込んだ一体的な地球
温暖化防止活動へと広が
る。

耐震工事の済んだ小中学校
で実施するため、教育委員
会、建築部局と連携し、計画
的な太陽光発電導入が必要。

平成25年度までに小中学校への太陽光発電を60校設置す
る。

業務 ○

業務

実施・
検討せ

ず

＜実施＞
当初予定になかったが平成22年3月竣工のサッカー・ナショナルト
レーニングセンターに100kW、2月竣工の美原総合スポーツセン
ターに16kWの太陽光発電を設置した。
また、女性センターにLED照明、窓用断熱フィルムを施工し、東区
役所・西区役所においても窓用断熱フィルムを導入した。

a
公共事業を積極的に推進
することにより、関連業界
の活力向上、雇用創出が

期待できる。

- 事業の平準化及び効率化 第2次ストック総合活用計画の策定

家庭 実施

＜実施＞
人口の減少や少子・高齢化、都市施設の老朽化などの問題が進
行する泉北ニュータウンにつて、まちの活力を維持、向上し、次
世代に継承していくため、泉北ニュータウン再生指針を策定した。
これにより、様々な地域資源の活用等により、環境にやさしい暮
らしやストック型社会、低炭素社会の実現、新エネルギーの活用
など、市民の環境配慮型の暮らしへの転換を進める。

ｂ 泉北ニュータウンの活性化

住宅ストックの建て替えが
促進されることで、地域活
性化や建設業界への経済
活力の向上、雇用創出が
期待できる。

関係団体、地元住民と連携し
た取組が必要

泉北ニュータウン再生府市等連会協議会を設立し、今後の取
組について議論検討する。

家庭 検討

＜検討＞
市営住宅ストックを長期的に円滑かつ効率的に維持するため、ス
トック総合活用計画を策定し、計画的な市営住宅の建替えや改
善等を行うため、平成21年度は検討調査を実施した。

ＵＲの実証実験の成果をどの
ように市の街づくりに反映して
いくか検討を進める必要があ
る。

ＵＲの実証実験の成果を基に、市内でストック活用型の都市
再生事業を展開するとともに、平成21年度策定の堺市営住宅
ストック総合活用計画にもとづき、市営住宅の低炭素化を推
進する。

ｂ

大規模
住宅ス
トックの
低炭素
化に向
けた取
組

2-3-②
-(A-3)

家庭 実施

＜実施＞
○都市再生機構（UR）が住宅を低炭素型住居へ転換するため、
UR が民間事業者から共同研究者を募り、実在の住棟での実証
試験を実施した。（平成21年度は試験施工、平成22年度に検証・
評価を実施）
○大阪府が住宅ストック活用計画に基づく建て替え事業を開始し
た。

ｂ

「人に楽
しく、地
球に優
しい」ラ
イフスタ
イル・イ
ノベー
ションに
よる環
境文化
の創造

公共施
設の省
エネ化、
新エネ
の積極
的導入

2-3-②
-(B-1)
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温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

H21
予定

取組
内容

取組
番号

部門 主要
取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

（定量化は困難）

-

（定量化は困難）

-

（定量化は困難）

-

（定量化は困難）

-

（定量化は困難）

-

（平成22年度以降発現）

-

地域（東吉野村）側の地元住
民に本事業の趣旨が十分に
伝わらず、都市側の取組みに
依存する傾向があり、地域住
民の積極的な参画や地域の
活性化に至らなかった。その
ため、平成22年度からは協議
会運営や取組に地元住民を
積極的に巻き込む体制を構築
する。

『山のエコ学校』本格稼働　：　「山を育て、守ろう科」企業1社
と森林アドプト協定締結
「山で学び、遊ぼう科」エコツアー実施（堺エコロジー大学との
連携を含む）
「山で儲ける科」試作商品の本格販売、エコハウスの検討

実施

＜実施＞
（地域連携による環境教育・生態系活性化推進事業）
友好都市である東吉野村及びその関連団体、堺市、事業者等の
協働により「東吉野村山の学校協議会」を設立。「地方の元気再
生事業」の予算を活用し、「山の育て、守ろう科」「山に学び、遊ぼ
う科」「山で儲ける科」の3学科の具体的取組を検討し、その試行
実施を行った。

b

○都市側の資金で森林整
備で行われることによる地
域側の雇用創出効果
○都市住民が地域を訪れ
ることによる地域経済の活
性化効果
○開発した商品の販売等
による経済効果及び雇用
創出効果

b -
より多くの事業者に活用しても
らえるよう制度の啓発が必
要。

制度の普及啓発を実施。

b -

１．遊休農地解消に向けて、関係
機関（農業委員会、JA、土地改良
区、大阪府）との連携強化
２．営農を再開するための農道・
水路整備、市民農園の整備など
農業者等への支援策の推進

平成２１年度に引き続き、遊休農地解消対策区域を中心に、自己耕
作の推進、担い手農家への農地の利用集積、市民農園としての活用
など遊休農地の解消を図り、農地の有効活用を推進する。また、JA
堺市の行う除草、耕耘などの農作業の受委託事業に対しての支援を
行う。

b 遊休農地の解消、農業の
活性

実施

＜実施＞
（特定農地貸付法を活用した都市農地の保全）
　平成2１年度は、新たに３地区を遊休農地解消対策区域として
指定し、自己耕作の推進、担い手農家への農地の利用集積など
遊休農地の解消を図り、農地の有効活用を推進した。

家庭 実施
＜実施＞
工場緑化を推進するため、「緑の工場ガイドライン」を策定した。

ネットワーク水路再生の実施
にあたり、下水道部局との連
携を強化しそれぞれの役割分
担を整理する。

仁徳陵濠の持続可能な水質改善対策の検討。
芦ヶ池水路（Ｌ＝100ｍ）を親水性のある水路に再生する。

公共施設、とりわけ小中学校
での芝生化やグリーンカーテ
ン事業によるヒートアイランド
対策は市民、学生の教育にも
つながるため効果的なので、
今後も発展的に取組を展開す
る。

小学校芝生化１２校
グリーンカーテン３５校（小学校２８校、中学校７校）

実施

＜実施＞
（狭山池・仁徳陵ネットワーク水路再生）
平成10年度に「仁徳陵・内川水環境再生プラン」を策定しており、
平成17年度に狭山池から仁徳陵古墳への水路再生構想が、国
土交通省の「都市水路再生計画モデル地区」として選定された。
仁徳陵古墳にそそぐ芦ヶ池水路（全長1.4ｋｍ）の再生と親水空間
の整備を図っており平成22年度完成に向け、平成21年度も継続
して整備した。

b
水辺の保全や水循環の再
生、ヒートアイランド対策の

推進。

b -

従来の都市公園のように施設
を造り上げてしまうのではな
く、多様な動植物の生態系に
配慮した順応的管理を行いつ
つ、管理運営行為の中で手を
入れ続けることによる整備を
行っている為、今後も生態系
に配慮しながら施設整備を
行っていく必要がある。

○里山の生態系に配慮した順応的管理を行う。
○急激な環境変化を避け、また植生の調査を行い、生態系に
配慮しながらゆっくりと施設整備を行っていく。

家庭 実施

＜実施＞
ヒートアイランド対策のため、小学校での芝生化事業（８校）や
ゴーヤを使ったグリーンカーテン事業（市民向け：堺女性大学教
養講座にて講座を実施（400株を配布）、市立小学校27校にて実
施、中区・東区役所、女性センター他、6施設で実施）を実施した。

家庭 実施

＜実施＞
（堺自然ふれあいの森事業）
周辺環境との連続性を踏まえながら、自然環境の保護、活用、復
元を図っていく”里山の保全”を行っており、「森の学校」をテーマ
に里山と人との新しい関わり方を考えるきっかけの場づくりとして
の下記の取り組みを通じて「里山文化の伝承」を図った。
○都市部に隣接する身近な里山公園として園内の整備方針や森
の整備を市民協働で実施。
○環境学習を目的とし、里山体験学習などのイベント企画等の実
施。

SAKAIグ
リーンプ
ロジェク
トの実施

2-3-②
-(C-1)

家庭

家庭

家庭 ○
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温室効果ガス削減
(t-CO2)

地域活力の創出等

H21
予定

取組
内容

取組
番号

部門 主要
取組
方針

平成２２年度の展開

取組の進捗状況
計画と
の比較

取組の成果
課題と改善方針 取組の計画

平成２１年度の進捗

（定量化は困難）

-

40.6t-CO2

（算定根拠）
BDF製造・使用量　15500
ℓ
15500ℓ×2.62kg-CO2/ℓ
×0.001=40.6t-CO2

（定量化は困難）

-

-

-

（定量化は困難）

-

（定量化は困難）

-

堺市環境活動表彰実施要領
の大幅改訂が必須。

堺市環境活動表彰実施要領の改訂。
平成２２年度堺市環境活動表彰の候補者の募集及び審査を
行い、表彰式を実施。

家庭

エコ大学については、あらゆる
年代層、対象者に応じた講座･
カリキュラムの充実や、平成
23年度設置予定の専門コース
について、育成した人材の活
躍の場の提供や資格制度等
を検討する。

エコ大学については、環境教育を推進するための協働体制として、産
学民官による実行委員会を設置し、各主体との連携を図り、各々が
独自に実施している環境講座、フィールド学習等を同大学の講座とし
て位置づけ、様々な場所をキャンパスとして、子どもから大人まで幅
広い層の市民を対象にしたプログラムを実施する。
さらに、各分野における環境教育･環境活動を率先する人材を育成す
るため、専門性の高いカリキュラムを検討し、平成23年度からの専門
コースの開講につなげる。

-

環境教育プログラムについては、企業･専門機関等と連携し
て、食物や生物の多様性、資源等をテーマとする学習プログ
ラムを7小中学校で実施するとともに、小学校に設置する太陽
光パネルを学習プログラムの教材として活用する。

実施

＜実施＞
堺市環境活動表彰制度を創設し、個人、団体の優秀者を表彰し
た。 b

平成２１年度堺市環境活動
表彰　受賞者：４団体１個
人

低炭素
社会づく
りに取組
む人材
の育成

2-3-②
-(D-2)

家庭

家庭

家庭

モデル事業を受けての今後の展
開が必要

ため池の環境改善事業を他のため池に展開する。整備後に
は親水コミュニティ活動支援事業の導入により、ため池管理
者と地区住民によるため池の管理体制を強化する。

検討

＜検討＞
NPO・企業・地域・教育機関等の多様な主体との協働により（仮
称）さかいエコ大学を平成22年度に開校するため、大学・市民・
NPO・企業等を委員とする（仮称）さかいエコ大学検討会議を設置
し、エコ大学の基本構想等の検討を実施した。検討会議を5回開
催し、基本構想、実施計画、プログラムや人材育成カリキュラム
等の具体的内容等を決定した。

b

エコ大学については、受講
者数年間5,000人を目標と
して、環境教育･環境活動
を実施することにより、市民
の環境意識の向上を図り、
持続可能な社会の構築を
めざす。

実施

＜実施＞
（池の環境改善プロジェクト）
過熱水蒸気処理によりリサイクルした炭の投入や、水質浄化効
果の検証等を実施した。

b -

実施

＜実施＞
小学校７校で「エネルギーと環境」「食と環境」「多様な生物との共
生」をテーマに、25時間以上のプロジェクト型環境学習を実施し
た。

b
小学生にプロジェクト型環
境学習を実施することで、
自分で考える力を養成。

協議会におけるWG活動にお
いて、検討する内容から協議
し、また、WGそのものの運営
について各参加団体メンバー
に主体性を求める現在の活動
スタイルでは、議論が拡散し
方向性をとりまとめるのが困
難なため、成果が出るまでに
時間がかかる。今後は市が重
点的に推進する取組を提示・
主導することとし、協議会の役
割を、市が主導する取組の推
進への協力と、各方面からの
意見・アドバイスを受ける場へ
とシフトする。

市が行う重点取組みを示し、協議会活動においてその取組の
推進に協力いただく。

家庭 実施

＜実施＞
（バイオデイーゼル燃料（ＢＤＦ）実証実験事業）
家庭からの廃食用油の回収、及びＢＤＦの製造と実証実験の取り
組みの啓発をＮＰＯ法人に委託し、製造したＢＤＦの品質確認の
分析を公的機関で行った。また、より高品質なＢＤＦを効率的に製
造するための研究委託業務を大阪府立大学に依頼した。

b -

今後事業化するには高効率・低コ
ストの製造手法および施設整備
の確立は勿論のこと、製造時に発
生する排水処理、グリセリンなど
の処理設備の整備やＢＤＦの利用
先、回収システム等多くの課題が
残されている。また平成２１年度
の実証実験においても取扱量や
保管設備を消防法に適応する必
要があり、今後の事業のあり方を
求められている。

堺市が、引き続きＮＰＯ法人に廃食用油の回収とＢＤＦの製造
を委託するとともに、大阪府立大学に製造実証プラントの事
業化に向けた効率的な連続製造の改修等の研究業務と堺市
のＢＤＦ使用車の排ガス測定を行い、環境に与える影響を分
析評価する業務を委託する。そして７月ごろまでを目途に、今
までの実証実験事業を総括し、ＢＤＦの事業性を見極め、次年
度以降の具体的方向性を決めていく。

環境都市
推進協議
会による
市民主導
型の環境
共生まち
づくりの
推進

2-3-②
-(D-1)

家庭 実施

＜実施＞
○「クールシティ・堺」の取組を効果的に推進するため、産学官民
の計４６団体で構成する「堺市環境都市推進協議会」を設立し
た。協議会の下には部会（産業部会、運輸部会、民生部会）とWG
を設置し、具体的な議論を進めた。

b
市民、事業者等との連携に
よる低炭素まちづくりの推
進（まちづくりへの参画）

※1 アクションプラン上、平成21年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）
　平成22年度以降に取り組むこととしていた事業で平成21年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。）
※2 「主要」の欄には、温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性に優れている等の理由で「総括票」に記載したものについて、「○」を記載すること。
※3 「H21予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。（例えば平成19～23年度の５カ年をかけて建設する予定のハード事業のH21年度の予定は、「着手」と記載。）
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。（例えば平成19～23年度の５カ年をかけて建設する予定のハード事業が予定通り進捗した場合、H21年度の進
捗状況は「着手」と記載。）
※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H21予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。
　a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない
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３．平成２１年度事業・支援実績一覧 団体名

支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

1
低炭素型コンビナートの
稼動

シャープ㈱堺工場において、第10世代マザーガラス液晶
パネル、及び薄膜シリコン太陽電池を製造し、省エネ・創
エネ製品を出荷し、世界の低炭素化を推進する。
　また、部材関連メーカーを敷地内に集結させ、垂直統
合型生産体制や棟間搬送システムの構築によるエネル
ギー利用効率を向上させる。
　さらに、太陽光パネル（18MW）の設置や工場照明の
LED化、統合エネルギー管理センターの設置が行われ
る。

H19～H22 - - - - -

2
堺浜再生水送水事業の
実施

三宝下水処理場で高度処理された再生水を堺浜地区
（約300ha）へ送水し、下水処理水の再利用、公共用水
域への放流負荷削減を目指すほか、周辺地域との連携
による取組として下水道資源の活用による熱供給・熱回
収の実施を目指す。

H19～H23
321

(H22)
1,320

都市・地域整備局所管
補助事業、先導的都市
環境形成促進事業

国土交通省 660

3
堺浜臨海部地区先導的
都市環境形成促進計画
の策定・推進

自然環境の再生・創造と大規模な開発整備が進んでい
る堺浜臨海部地区において、地域連携・官民連携による
環境配慮の取り組みを推進することにより、地域の魅力
や活力の創出を図る。

H20～ - 13
先導的都市環境形成

促進事業
国土交通省 6

4
北泊地における浅場創
出の検討

堺２区（北泊地）の海域の水環境改善とあわせ、海にま
つわる歴史を活かした水辺の整備やまちづくりを国、大
阪府とともに連携をとり共同して事業を実施しあらたな賑
いを創出することを目的とする。

H21～H24 221 7 - - -

5 臨海部のショーケース化
臨海部における低炭素エネルギー拠点の保有技術を
ショーケース化する方向で検討を開始した。

H21～ - - - - -

6
未利用エネルギー活用セ
ミナーの開催

堺市環境都市推進協議会産業部会において、小水力発
電システム等の新技術を紹介する未利用エネルギー活
用セミナーを開催した。

H21～ - - - - -

2-1-②
-(A-1)

2-1-②
-(B-1)

「堺浜臨海部
地区」における
CO2の削減、
ヒートアイラン

ド減少の緩和、
都市環境の改
善に向けた取

組の推進

新技術導入の
ためのしくみづ

くり

2-1-②
-(C-2)

大阪府堺市

低炭素型コン
ビナート内での
先導的な取組

事業費総額
（見込）

（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）

（百万円）

事業概要
事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名
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支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）

（百万円）

事業概要
事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名

7
金融機関による支援体制
の構築

『クールシティ・堺』に賛同する市内の２２金融機関で構
成する「ＳＡＫＡＩエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」
により、太陽光発電、省エネリフォーム等、市民・事業者
の環境に配慮した取組みを支援する金融商品を、金融
機関の自主的な取組みとの連携のもとに提供する。

H21～ - - - - -

8
参画促進のためのサ
ポート制度の構築

中小企業の省エネ化を進めるために、大企業の技術や
ノウハウを活用する省エネアドプト制度を構築することに
より、低炭素化に向けた取組の基盤づくりを行う。

H21～ - - - - -

9 省エネ診断の実施促進
中小製造事業者に対する省エネ診断制度を構築する。
平成２１年度は制度のあり方を検討。

H21～ - - - - -

2-1-②
-(D-2)

マテリアルフ
ローコスト会計
の普及拡大

10
マテリアルフローコスト会
計の普及拡大

経営効率向上と環境効率向上の両立を図る手法として
期待されているマテリアルフローコスト会計（MFCA）など
の専門手法の普及を推進することにより、資源やエネル
ギーのロスを「見える化」し、経営の効率化やコストダウ
ンを図ることで中小企業の競争力を強化する。

H21～ - 1 - - -

11
大規模太陽光発電所の
整備

関西電力㈱との連携により、堺第7－３区の産業廃棄物
埋立処分場跡地（約20ha）において国内最大規模の太
陽光発電所を設置し、長期間の耐久性や出力安定性、
電力需給や系統への影響等、自立電源としての技術的
課題について検証・評価を行う。

12 太陽光発電の普及啓発

メガソーラーで発電された電力を地域内へ供給（地産地
消）するとともに、メガソーラーを活用した普及啓発活動
を実施することで、市民の環境まちづくり意識の醸成を
図り、「クールシティ・堺」が掲げる「まちなかソーラー発
電所」の普及拡大をめざす。

H21～H23
(工事期間)
H23～H43
(運用期間)

5,206 494
地域新エネルギー等
導入促進対策費補助

金
経済産業省 210

2-1-②
-(E-1)

メガソーラー事
業の推進

2-1-②
-(D-1)

中小企業の低
炭素化推進に
向けたサポート

制度の構築
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支援名称
（実績）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H2１年度
事業額
（実績）

（百万円）

事業概要
事業期間
（見込）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名

13
産学連携総合サポート事
業の実施

産学連携促進担当マネージャーが、大学との共同研究
を行おうとする中小企業のニーズについて情報収集し、
大学側の技術研究とのマッチングを行うなど、産学連携
の支援を行うとともに、公的資金獲得に向けた共同研究
開発計画のブラッシュアップ支援を行う。

H18～ - 7 - - -

14
産学共同研究開発支援
補助金制度の構築

中小企業者が大学や試験研究機関と連携して行う新技
術・新製品等の共同研究開発に要する経費の一部を補
助。H21年度より、環境・新エネルギー分野枠を新設。

H14～ - 24 - - -

15
広域的新事業支援ネット
ワーク等補助事業

(財)堺市産業振興センターが、経済産業省の産業クラス
ター計画「環境ビジネスKANSAIプロジェクト」の拠点組
織として、環境関連企業のネットワーク形成と新たな環
境ビジネスの創出を図る。（経済産業省の補助事業）

H21～ - 4
広域的新事業支援ネッ

トワーク等補助事業
経済産業省 4

16 総合交通体系の構築

阪堺電気軌道阪堺線の存続、東西鉄軌道（堺浜ルート）
整備計画の検討を含む本市における総合的な都市交通
のあり方を検討し、関係事業者等と連携し総合交通体系
を構築する。

H２１～ 18 - - -

17 電動バス導入促進
本市における主な移動手段のひとつであるバスについ
て、電動バスの導入促進を見据え、堺駅～堺東駅間で
の実証実験について検討を実施。

H２１～ - - - 国土交通省 -

18 自転車走行環境の整備
全市的な自転車走行空間ネットワークの形成をめざし、
既存の道路空間の再配分による、自転車道や自転車
レーンなどの自転車走行環境の整備を推進する。

H２０～
1,938

（～H25）
192

・交通安全施設等整備
事業補助
・地域活力基盤創造交
付金

国土交通省 67

19
堺市版コミュニティサイク
ルシステムの構築

電車やバスへの乗り継ぎの利便性を高め、公共交通機
関の利用を促進するとともに、放置自転車の削減やCO2
削減を図るため、平成２１年度から共用の自転車が配置
されているサイクルポートを４ヶ所設置し、どこのポート
でも貸出・返却が可能な交通システムである自転車市
民共同利用システム（コミュニティサイクルシステム）の
導入に取り組んでいる。

H２１～
285

（～H25）
178

平成２０年度環境共生
地域づくり補助金事業

環境省 163

2-2-②
-(A-1)

公共交通ネット
ワークの形成
に向けたLRT
の先行整備

2-2-②
-(B-1)

自転車を活か
したまちづくり

の取組

省エネ創エネ
製品の開発・
普及のための
仕組みづくり

2-1-②
-(F-1)
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枝
番
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20
連続立体交差事業の推
進

本事業は、鉄道を高架化することにより、踏切を除却し、
都市内交通の円滑化を図るとともに、分断された市街地
の一体化による都市の活性化を図る事業である。

H１５～ - 1,514 連続立体事業費補助 国土交通省 233

21
阪神高速道路大和川線
事業

阪神高速道路大和川線は大阪都市再生環状道路の一
部を構成し、本市を取り巻く高速道路の環状ネットワーク
を形成するもので、他の都市高速道路と連絡することに
より大阪南部地域の臨海部と国土軸を直結する基幹と
なる道路である。本路線の整備により、東西方向の一般
道の交通混雑が大幅に緩和されるとともに、高速道路
利用の利便性を高めるなど、関西都市圏の社会経済活
動の活性化に大きく貢献する。平成１８年度より大阪
府、堺市ならびに阪神高速道路㈱との三者が共同して
整備を行っている。

H１８～ - 8,685 街路事業 国土交通省 2,886

2-2-②
-(C-2)

低炭素型モデ
ル街区におけ
る徹底した低
炭素化の取組

22
低炭素型モデル街区の
形成

堺市都心地域を「低炭素モデル街区」と位置づけ、先行
して集中的な取り組みを行うことで、環境と経済の活性
化、にぎわいのあるまちづくりをめざす。

Ｈ２０～ - 7
平成２１年度低炭素地
域づくり面的対策推進
事業

環境省 7

23 低公害車の導入促進
市において低公害車等の導入目標を作成し、それに基
づき公用車へ導入を拡大するとともに、市民、事業者に
対しても低公害車等の導入を促す。

Ｈ２０～ － 7.5
低公害車普及促進事
業

国土交通省 5

24 エコドライブの推進
エコドライブの周知徹底を図るため、市内の事業所にお
いてエコドライブ普及員を養成し、市民に対してもエコド
ライブの講習会の開催などにより普及啓発を行う。

Ｈ２０～
18

（H21～25）
0.5 - - -

25
太陽光発電設置への補
助制度の構築

太陽光発電システムについて、2013年度末までに1万世
帯、2030年度末までに10万世帯への普及を中心に、ま
ち全体で太陽エネルギーを活用する「まちなかソーラー
発電所」を実現する。平成21年度は7万円/kW(上限28万
円)の補助を行い、1,000件への設置をめざして取組み、
結果1,200件を達成した。

H21～H25 2,356 277
地域活性化・経済危機

臨時交付金
総務省 9

2-2-②
-(C-1)

自動車交通の
円滑化に向け

た取組

2-2-②
-(C-3)

低公害車の普
及とエコドライ
ブの推進に向

けた取組
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